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要　旨
　本研究では、大阪市立大学都市防災研究プロジェクト（ODRP）によるコミュニティ防災教育プログラムの一環と
して、防災教室を開催し、災害時における避難所での健康問題の認識を深めるとともに、持病の管理、感染対策、排
泄管理、災害弱者（新生児や乳幼児）支援に対するセルフケア知識の向上をはかることを目的とした。防災教室の参
加者は15名で、平均年齢は59.3歳±13.1歳であり、性別は全て男性であった。防災教室の前後において、災害時の健康
問題と避難所におけるセルフケアの知識に関する質問紙調査を実施した。防災教室前は、全ての項目において知識が
不十分であったが、防災教室後は、全ての項目において理解、興味、有用性の評価が高く、防災教室の開催により災
害時における避難所での健康問題の認識とセルフケア知識の向上が示唆された。コミュニティ防災リーダーの育成に
おいて防災教室が果たす役割は大きく、防災教室の継続の必要性が示唆された。
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Ⅰ．はじめに
　本学では、2011年の東日本大震災をうけて、大阪市立
大学都市防災研究プロジェクト（ODRP）（http://odrp.
life.osaka-cu.ac.jp/）が始動した。本プロジェクトでは、
東日本大震災の調査研究を通して都市防災研究を分野横
断的に実施し、大阪市をはじめ国内外の地震防災・減災
と東日本大震災被災地の復旧・復興に向けた提言を行っ
ている。
　2014年からは東日本大震災で得た知見を社会や地域に
還元する研究として「命を守る都市づくり」のプロジェ
クトを開始し、「いのちラボ・ネットワーク」として大
阪市立大学周辺の地域（住之江区、住吉区、西成区）を
対象に、コミュニティ防災教室「いのちラボ」の開発及
びコミュニティ防災教育プログラムの取り組みが始まっ
ている。都市防災研究プロジェクトは、「いのち支援部
会」「コミュニティ再生」「広域複合災害」の組織からな
り、看護学研究科チームは「いのち支援部会」の活動に
参画している。
　本プロジェクトにおいて看護学研究科チームでは、看
護理論の一つであるセルフケア理論（Orem, 1979）を
災害看護に応用し、災害から自身で身を守る能力を身に
つけ、あらゆる災害を想定した知と情報を集積し、地域
相互行動力を持ちながら災害時にもサバイバルできる市
民を目指す看護支援につとめている。2011年から2012年
度にかけては、大阪市の住民を対象とした災害に対する
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いて
　質問項目は、これまでのプロジェクト活動を参考に研
究チームメンバーで検討し、大阪府下の災害拠点病院、
DMATの活動、持病の管理、感染対策、排泄管理、災
害弱者（新生児や乳幼児）支援に関する知識を問う内容
で構成し、合計21項目とした。回答は、「A：十分に知っ
ている・全て言える」「B：ある程度知っている・ある
程度言える」「C：あまり知らない・あまり言えない」「D：
全く知らない・全く言えない」の４段階から選択するよ
う求めた。
２）防災教室の評価
　研究チームメンバーで検討し、防災教室についての理
解・興味・有用性を問う15項目、その他として、防災教
室参加による目的達成度、災害医療に関する認識の変化
等を問う４項目の合計19項目で構成した。回答は、「A：
かなりそう思う」「B：ある程度そう思う」「C：あまり
思わない」「D：全く思わない」の４段階から選択する
ように求めた。また防災教室に参加して良かった点・今
後改善すべき点について自由記載を求めた。
３．分析方法
　４段階評価については、得られた回答の度数と割合を
示した。自由記載については、良かった点・改善点の意
見をまとめた。
４．倫理的配慮
　防災教室開催時に研究者が質問紙調査への協力を依頼
した｡ 調査への協力は自由意思によるものであり、回答
しなくても不利益を被らないこと、回答は無記名とし調
査結果は今後の災害研究に役立てることを説明し､ 質問
票への回答をもって同意を得たものとした。
Ⅳ．防災教室の概要
　防災教室の概要を表１へ示した。防災教室のテーマは
「災害時の医療と避難所の健康問題」と設定し、講義と
演習を実施した。災害サバイバルキットについて表２へ
示した。
１．災害時の医療と避難所の健康問題（担当者：医学研
究科准教授 山本啓雅）
　医学的見地からみた、東日本大震災の状況と医療活動
の実態について、対応した外傷、疾患、症状とその治療
に関する講義を実施した。避難所での健康問題として多
意識調査（藤村ら，2013、石井ら，2013）及び東日本
大震災の被災看護師からのインタビュー調査（坂口ら，
2013）により、災害サバイバル市民を目指すセルフケア
行動の課題を明らかにしてきた。2013年度は、調査結果
を踏まえ、災害急性期における避難所を中心とした生活
でのサバイバルを支える工夫を「災害サバイバルキット」
として作成した。2014年度は、コミュニティ防災教育プ
ログラムの一環として、看護学研究科チームと医学研究
科チームが共同し「災害サバイバルキット」を活用した
防災教室を開催した。防災教室では、地域への災害知の
普及ならびにコミュニティ防災リーダーを育成するため
に災害時における避難所での健康問題について、医学・
看護学見地からの知識提供により、避難所での健康問題
の認識を深めるとともに、持病の管理、感染対策、排泄
管理、災害弱者（新生児や乳幼児）支援に対するセルフ
ケア知識の向上をはかることを目的とした。本稿では、
2014年に実施した防災教室の取り組みと評価について報
告する。なお、本報告は、大阪市立大学地域連携センター
年報2014年に掲載された内容の一部に加筆したものであ
る。
Ⅱ．目的
　防災教室の実施により、災害時における避難所での健
康問題について認識を深めるとともに、持病の管理、感
染対策、排泄管理、災害弱者（新生児や乳幼児）支援に
対するセルフケア知識の向上をはかる。
Ⅲ．方法
１．対象
　大阪市立大学都市防災研究プロジェクトの部会担当
リーダーより、今回、防災教室開催の対象地域となった
住之江区・住吉区・西成区のコミュニティ防災リーダー
を通して参加を募った。その結果、住之江区・住吉区・
西成区の防災リーダーとして本防災教室に参加した市民
15名が対象となった。
２．調査方法
　防災教室前に災害時の医療と避難所の健康問題に関す
る知識を問う質問紙調査を実施し、防災教室後に防災教
室の評価を問う質問紙調査を実施した。
３．調査内容
１）災害時の医療と避難所の健康問題に関する知識につ
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の落ち方の違いを比較した。感染予防対策として「清潔
キット」を紹介した。
４．災害避難所における簡易トイレの組み立て方と便
秘・下痢（担当者：看護学研究科教授 作田裕美）
　便秘と下痢の状態、ストレスと便秘の関連、下痢と感
染の関連性について資料を用いて解説し、便秘と下痢の
予防方法と対策、薬剤の特徴について知識を提供した。
また、「トイレキット」を紹介し、簡易トイレの組み立
て体験を行い、使用方法と排泄物破棄方法を紹介した。
避難所ではプライバシーの確保が困難であることが多い
ため、「プライバシー保護キット」を紹介した。
５．赤ちゃんの健康（担当者：看護学研究科教授 横山
美江）
　災害弱者として避難所で過ごす赤ちゃんや母親の抱え
る問題を解説し、「赤ちゃんキット」としてミルクセット、
ベビーフード、紙おむつとおしり拭き、着替えや保温等
の物品を紹介した。また、乳児に関する情報提供として、
母子健康手帳が重要な資料となることや、名前の言えな
い乳児のために名札や顔写真が活用できることについて
情報提供した。
かった疾患や症状は、肺炎、便秘や下痢、不眠症状、慢
性疾患のコントロール等であり、災害時は感染拡大の防
止や疾患や症状に対する早期コントロールが重要である
ことを説明した。
２．災害避難所における持病の管理（担当者：元看護学
研究科教授 坂口桃子）
　「持病管理力テスト」を用いて自身の持病管理力の強
みと弱みを明確にし、持病管理に対する自己の課題と対
策について参加者メンバーで検討した。また、いざとい
う時に自身の健康情報を簡単に伝達できる「健康管理確
認帳」「持病を悪化させない避難所での生活」「エコノミー
クラス症候群」等の「持病管理キット」を紹介し、避難
所での活用を促した。
３．手洗いと感染対策（担当者：看護学研究科講師 村
川由加理）
　災害と集団感染のリスク及び予防について、感染経路、
災害時に注意すべき感染症と対策、避難所での衛生管理
について資料を用いて説明した。手洗いチェッカー装置
による手洗い体験により、普段の手洗いによる汚れの落
ち方を確認した後に、正しい手洗い方法を解説し、汚れ
表１．防災教室の概要
表２．災害サバイバルキット
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Ⅴ．結果
　参加者15名全員に質問票を配布し､ 防災教室前は15名
（回収率100%）、防災教室後は14名（93.0%）から質問紙
を回収した。自由記載については､ 良かった点では､ 14
名（100%）から回答が得られ､改善点では､７名（50.0%）
から複数の回答が得られた｡
　参加者の概要を表３に示した。平均年齢は59.3歳±
13.1歳（74歳～30歳）であり、性別は全て男性であった。
職業は行政関係及び引退後が多く全体の67%を占めた。
防災教室開催を知ったきっかけは、その他が50%であり、
町会から知ったと回答した者が多かった。参加のきっか
は、町会からの依頼が33%と最も多く、次いで大学から
の依頼及びその他（業務等）であり、自発的な参加は少
なかった。
１．災害時の医療と避難所の健康問題に関する知識
　防災教室前の質問紙調査の結果を表４に示した。
　災害時の医療と避難所の健康問題については、一日に
必要な水分量を除く全ての項目において知識が不十分で
あることが明らかとなった。
　避難所における持病の管理については、参加者のうち、
７名が持病有りと回答していた。７名につては、病名の
知識はあったが、治療中断の注意点については知識があ
まりないと回答した者もあり、ばらつきがあった。また、
服薬中の薬剤名については、全て言えると回答した者は
１名のみであった。
　手洗いと感染対策については、いずれも十分な知識は
なく、全ての項目で低い評価であった。
　避難所における簡易トイレの組み立て方と便秘・下痢
については、簡易トイレの組立て方についてはばらつき
表３．参加者の概要
表４．防災教室前における災害時の医療と避難所の健康問題
　　　に関する知識
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を認めたが、全く知らない者もいた。また、便秘・下痢
の予防と対策の知識についても低い評価であった。
　赤ちゃんの健康については、妊産婦の専用スペースが
必要であることは認識していたが、それ以外の知識は乏
しかった。
２．防災教室の評価
　防災教室後の質問紙調査の結果を表５に示した。
防災教室の評価は、いずれの項目においても理解の深ま
り、興味、有用性に対する評価が高く、防災教室により、
避難所での健康問題について一定の認識を深めるととも
に、持病の管理、感染対策、排泄管理、災害弱者（新生
児や乳幼児）支援に対するセルフケア知識の向上を認め
た。また、全ての対象者が目標の達成感、期待通りであっ
た、他者への参加を勧めたいと評価していた。防災教室
後には災害医療に対する認識の変化を認めていた。
　良かった点、改善点について表６に示した。良かった
点では、災害医療と健康問題に関する新たな知識の獲得、
災害弱者の認識について知識が深まった等の記載があっ
た。また、「災害サバイバルキット」の展示、体験学習
という演習手法が好評であり、展示や体験型学習が効果
的であることが明らかとなった。
　一方、改善点では、地域への講師の派遣、災害時のス
トレスやAEDの取り扱いに関する講義・演習等の要望
があった。
表５．防災教室の評価
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（泉ら，2011）では、慢性疾患への対応が喫緊の課題と
されており、避難所生活は高齢者、子ども、妊産婦、障
害者等の災害弱者の体力を奪い復興が遅れるほどに災害
関連死は増え続けかねないと指摘されている。持病の悪
化を防ぐためにはセルフケア知識とセルフケア能力の向
上が重要な要素となる。防災教室により持病の管理の重
要性については認識が高まったと評価できる。しかし、
治療中断による身体への影響に関する知識、薬剤名の把
握に関しては課題が残った。治療中断による身体への影
響に関する知識については、診療時に医師に確認するよ
う指導することでセルフケア能力を高める必要がある。
薬剤名については、全て言えると回答した者は１名のみ
であり、薬剤名を知っておくことの重要性について認識
を深める必要性が示唆された。薬剤管理については、東
日本大震災時の医療活動において、お薬手帳の有用性が
報告されている（渥美ら，2011）。よって、避難時はお
薬手帳の携帯を提案し、防災教室で紹介した「健康管理
確認帳」の地域住民への活用を浸透させることで、持病
に対するセルフケア知識の向上をはかる必要があると考
える。
　手洗いと感染対策に関する知識については、発症しや
すい感染症、感染対策・予防対策、手洗い以外の手指清
潔の方法等、いずれにおいても知識は不十分であった。
東日本大震災後は、肺炎患者の増加が報告されており
Ⅵ．考察
　災害時の医療と避難所の健康問題に関する知識につい
ては、避難所における健康問題に対する知識の向上が課
題となり、災害時においてもできるだけ健康的な生活を
送ることができるようセルフケア知識とセルフケア能力
を高める必要性が示唆された。中でも災害拠点病院の認
識は低く、2011年に大阪市民を対象とした調査結果（石
井ら，2013）同様、情報伝達が課題となった。一般市民
にとって災害拠点病院という言葉は馴染みがなく、積極
的に情報を得る機会は少ない。よってコミュニティ防災
リーダーを中心に地域住民へ情報発信していくことが望
ましいと考える。防災教室により、災害時の医療と避難
所の健康問題に対する理解の深まり、興味、有用性に対
する評価は高かったことから、災害避難所における健康
問題を柱とし、優先順位の高い内容でプログラムを構成
し継続的に防災教室を開催することで、避難所における
セルフケア知識やセルフケア能力の向上及びコミュニ
ティ防災リーダーの育成への貢献が期待できると考え
る。
　災害避難所における持病の管理については、病名を理
解しているものの、治療中断の注意点や治療薬について
の理解は低く、セルフケア知識を高める必要性が示唆さ
れた。2011年に報告された東日本大震災後の現状と課題
表６．良かった点・改善点
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　一方、改善点では、地域への講師の派遣、災害時のス
トレスやAEDの取り扱いに関する講義・演習等の要望
があった。また、参加人数が少なかったこと、性別が偏っ
ていたこと、年齢層がやや高かったこともあげられる。
今回の参加者は行政関係、引退後の方が多く、防災教室
を知ったきっかけ・参加のきっかけは、町会からの依頼
が多く自発的な参加は少なかった。防災教室の開催は大
学のホームページで公開され、大阪市立大学都市防災研
究プロジェクトの部会担当リーダーが防災教室該当地域
（住之江区・住吉区・西成区）のコミュニティ防災リーダー
に依頼していた。よって、防災教室を知る機会が限られ
ており、このような広報活動の方法が参加人数に影響し
た可能性があると考える。今後は参加者の年代・性別等
の多様性をはかり、性別やライフステージに応じた避難
所でのセルフケア対策を検討する必要があるだろう。ま
た、できる限り参加者の意見を反映し、地域の特性に応
じた防災教室を開催することで参加者の意欲を高めてい
きたい。全体を通して、積極的な参加や意見交換があり、
「災害サバイバルキット」への関心も高かったことから、
今回の防災教室は、コミュニティ防災リーダーの育成に
貢献できたと考えられ、概ね目的は達成できたと評価で
きた。
　厚生労働省健康局総務課地域保健室では、避難生活を
過ごされる方々の健康管理に関するガイドライン（厚生
労働省健康局総務課地域保健室，2011）を公開し、厚生
労働省は、被災地での健康を守るために必要な情報（厚
生労働省，2011）を公開している。ガイドラインには生
活環境の調整や水分・栄養管理、病気の予防、災害弱者
への留意点等が記載されている。しかし、今回の調査結
果からこのような情報が活用されていないことが明らか
となった。よって、今後はこのようなガイドラインを紹
介し、地域住民が既存の知識を積極的に活用できるよう
働きかけていく必要性が示唆された。
　今回は、災害時の医療と避難所の健康問題をテーマと
して防災教室を開催したが、長引く避難所での生活にお
いてできる限り健康的な生活を維持するためには、避難
所の管理・運営も重要な要素である。坂口ら（坂口ら，
2013）は、避難所のマネジメントの確立を災害急性期の
課題として取り上げ、避難所の運営の主体性を住民に意
識してもらう働きかけが重要であると述べている。よっ
て、今後は避難所での健康問題に対するセルフケア知識
とセルフケア能力の向上とともに、避難所の管理・運営
に関する準備状況の向上を目指した防災教室の開催が必
要であると考える。本研究の結果から、コミュニティ防
災リーダーの育成において防災教室が果たす役割は大き
（Shinya Ohkouchi, et al, 2013）、避難所での肺炎予防は
重要である。防災教室では発症しやすい感染症として、
疥癬（ヒゼンダニ）、かぜ、インフルエンザ、肺炎、感
染性胃腸炎、破傷風を取り上げ、感染経路、症状、予防
と対策について情報提供を行い、手洗い体験を行った。
防災教室後の評価では、理解、興味、有用性において高
い評価であったことから、感染予防に対する一定の知識
の向上に貢献できたと考える。また、「清潔キット」の
紹介は、水の使用が制限された環境における感染対策の
検討や必要物品の選定に効果的であったと考える。防災
教室後の評価から、今回の情報提供や体験学習が災害時
の感染対策に活用されることが期待できるのではないだ
ろうか。
　避難所における簡易トイレの組み立て方と便秘・下痢
については、解説や「トイレキット」「プライバシー保
護キット」の紹介により、便秘・下痢の予防と対策、環
境面への配慮や衛生管理に関する知識が深まったと考え
る。また、簡易トイレの組立方を体験したことで使用方
法を習得できたと考える。防災教室では簡易トイレを用
いたが、避難所の状況により活用できるトイレの種類や
使用方法は異なる。トイレ管理は感染症の予防において
も重要となる。よって、今後は地域の避難所を想定した
トイレ管理についてのルール作りの検討が必要である。
赤ちゃんの健康については、かなり認識が低かったが、
これは参加者が全て男性であったことが影響している可
能性も考えられた。しかし、防災教室後の評価から母子
は災害弱者の対象であることの認識が深まっていたこと
から、新生児や乳幼児とその母親に対する防災対策の検
討に貢献できたのではなかと考える。また、「赤ちゃん
キット」の紹介、母子健康手帳の重要性に関する情報提
供は、赤ちゃんの支援に必要な物品の選定に有効であっ
たと考える。今回は、災害弱者として新生児や乳幼児に
焦点を当てたため、高齢者、妊産婦、障害者への支援に
ついての知識提供はできなかった。高齢者、妊産婦、障
害者に対する知識提供が課題として残った。
　自由回答では、展示や体験型学習が効果的であること
が明らかとなった。防災教室は、全体講義、参加者グルー
プによる討議、少人数制による体験型学習という組み立
てにより、参加者に対する学習意欲の喚起をはかった。
また、小人数グループ制で様々な体験学習を行うこと
で、個人のみではなく集団を通して学べることができる
ように相乗効果をはかった。さらに大学教員側とコミュ
ニティ防災リーダーの連携が深まるよう、講義の後や担
当ブースにおいて意見交換の時間をもうけた。このよう
な授業展開が効果的な学習につながったと考える。
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く、防災教室の継続の必要性が示唆された。
Ⅶ．結論
　災害時の医療と避難所の健康問題に関する知識につい
て防災教室を開催した結果、以下の結論を得ることがで
きた。
１．防災教室の開催により避難所での健康問題について
一定の認識を深めるとともに、持病の管理、感染対
策、排泄管理、災害弱者（新生児や乳幼児）支援に
対するセルフケア知識の向上をはかることができ
た。展示や体験型学習といった参加型学習が効果的
であることが明らかとなった。
２．参加者の年代・性別に偏りがあったため、参加者の
多様性をはかり、性別やライフステージに応じた避
難所でのセルフケア対策を検討する必要性が示唆さ
れた。
３．高齢者、妊産婦、障害者に対する知識提供が課題と
して残った。
４．被災地での健康管理に関して公開されているガイド
ラインを紹介し、地域住民が既存の知識を積極的に
活用できるよう働きかけていく必要性が示唆され
た。
５．避難所での健康問題に対するセルフケア知識とセル
フケア能力の向上とともに、避難所の管理・運営に
関する準備状況の向上を目指した防災教室開催の必
要性が示唆された。
Ⅷ．今後の課題
　防災教室の開催により、災害時の医療と避難所の健康
問題に関する知識の向上に貢献することができた。今回、
参加者が少なく年齢・性別に偏りがあった。今後は参加
者の多様性をはかり、地域住民が自立して避難所の健康
問題に取り組むことができるような意識づけ、災害弱者
へのセルフケア支援についての知識提供、避難所を具体
的にイメージしたマネジメント体制の検討等をテーマと
した防災教室を開催し、コミュニティ防災リーダーの育
成に貢献することが課題である。
